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１．問題の所在
周知のとおり、健全な証券市場の実現のためには、会計に関する専門家で
ある職業的監査人（公認会計士・監査法人）が公正不羈の立場から行う監査
証明業務が極めて重要な役割を担うことになる。仮に、虚偽の財務諸表につ
き、職業的監査人が粉飾を看過し、当該財務諸表が適正である旨の監査証明
を行った場合、不正確な財務諸表に基づき経済活動を行った投資家や債権者
などの利害関係者は、結果的に不測の損害を被ることになる。そこで、被監
査会社が作成した財務諸表を、被監査会社とは独立の関係にある職業的監査
人が監査を実施することによって、その信頼性が担保されると解されている
のである。
しかしながら、被監査会社が作成するすべての財務諸表が適正であるとい
う保証はなく、また、職業的監査人による監査を実施しても、かかる財務諸
表に潜在するすべての不正や誤謬が明らかになるわけではない。
近年、西武鉄道、ユニコ・コーポレーション、プロデュース、フットワー
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クエクスプレス、ライブドア、カネボウ、日興コーディアルグループ等の上
場会社をめぐる粉飾決算事件が相次ぎ、これら一連の不祥事に職業的監査人
が関与していたことで、財務諸表の監査に対する信頼が大きく揺らいでいる。
しかも、平成９年に発覚した旧山一證券の粉飾決算事件（以下、単に「旧
山一證券事件」という）では、同社の粉飾決算を見逃したとして同社の株主
らが同社の財務諸表監査を担当していた監査法人に対して損害賠償を求める
事態にまで至っている。もっとも、この事件では、平成１８年３月、大阪地方
裁判所において、当該監査法人対する判決が言い渡され、当該監査法人に過
失はなかったとして、損害賠償請求を棄却する判決が言い渡されている(1)。
しかし、判決の内容からは、必ずしも職業的監査人に有利なものとはいえな
いところが多々見受けられる。
これら一連の事件における裁判では、職業的監査人が監査証明業務を実施
した当時の監査水準を基準として、事後的に、当該監査証明業務につき、
「注意義務違反」を判定し、法的責任を問えるか否か、が争われている。
今日、職業的監査人に対する社会的期待は、他の職業的専門家の場合と同
様に、漸進的に高まる傾向にあるなか、かかる一連の不祥事に関し、職業的
監査人は、どのような監査を実施すべきなのか、とりわけ、どのような決算
監査ないし財務諸表監査を実施すれば職業的監査人として監査契約上の責任
を果たしたことになるのか。それは、厳格な職業倫理をふまえつつ被監査会
社から報酬を得て活動する職業専門家にとってきわめて重要な問題である。
本稿は、平成２０年４月、大阪地方裁判所において、旧証券取引法上の財務
諸表監査及び旧商法特例法上の計算書類監査を担当していた監査法人に、監
査契約上の注意義務違反の債務不履行責任を認定し、損害賠償を命じた「ナ
ナボシ事件」を素材としつつ、職業的監査人の民事責任について検討しよう
とするものである(2)。なお、民事責任、すなわち民事上の損害賠償責任につ
 大阪地判平成 18年 3月 20日（判時 1951号 129ページ）。
 大阪地判平成 20年 4月 18日（判時 2007号 104ページ、判タ 1276号 256ページ、
金判 1294号 10ページ）。A社は、平成 14年には上場廃止となり、同年 11月 21
日に再生計画に従い解散している。その後、A社は控訴したが、大阪高裁は、第
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いては、被監査会社に対する責任（債務不履行責任または任務懈怠責任）と
監査報告の利用者である株主・投資家等の第三者に対する責任とがあるが、
本事件は、被監査会社の破産管財人が原告であるため、前者のみを取り上げ
る。無論、被監査会社に対する責任は、単に表示の過誤に係る問題ではなく、
監査証明業務上の任務懈怠を基礎とする問題である。その意味では、無過失
（結果）の責任ではなく、過失に基づく責任、つまり過失責任の問題であ
1回口頭弁論において和解勧告を行い、平成 20年 10月 28日に Y監査法人が X
に対して 4000万円支払うことで和解が成立した。Y監査法人の関与社員（公認
会計士）3名は、金融庁より懲戒処分（業務停止 1ヶ月から 3ヶ月）を受け、法
人としての Y監査法人は、監査手続上の問題があったとして、懲戒処分（戒告）
を受けている。これを受けて、Yは、包括代表社員ら 10名について役職手当の
減額処分を行うとともに、平成 17年 6月以降の半年間役職停止及び報酬の減額
などの社内処分を行った。また、大阪地検特捜部は、平成 14年、A社の元会長
と元取締役らを、旧証券取引法違反（有価証券報告書の虚偽記載）と旧商法の特
別背任で起訴した。元会長ら二人については実刑判決が確定し、社長については
略式命令で罰金刑を受けている。なお、原審判決を契機とした論稿として、藤原
俊雄「監査法人の過失による被監査会社に対する損害賠償が認められた事例－
「ナナボシ」対「トーマツ」事件－金判 1294号 67ページ、志谷匡史「監査人の
義務と責任－ナナボシ事件第一審判決－」月刊監査役 545号 63ページ、片木晴
彦「粉飾決算を看過した会計監査人に対する、再生管財人の債務不履行責任にも
とづく損害賠償請求が認められた事例」私法判例リマークス 39号（2009〈下〉）
82ページ、弥永真生「粉飾決算を看破できなかった監査法人の債務不履行責任」
判時 2027号 187ページ、山口利昭「会計監査人の法的責任と司法判断のあり方
－ナナボシ事件判決を中心に－」同志社法学 61巻 2号 401ページ、北沢義博
「会計監査人の被監査会社に対する損害賠償責任－大手監査法人の責任が認めら
れた事例－」大宮ローレビュー 5号（2009年 2月）177ページ、大塚和成「不正
の看過と会計監査人の責任」銀行法務 21・690号（2008年 7月）60ページ、鳥
羽至英「ナナボシ粉飾決算事件訴訟判決の監査上の意義」月刊監査役 565号 38
ページ、町田行人「近時の監査人の民事責任の傾向と対策－ナナボシ事件判決
（大阪地裁平成 20年 4月 18日）を踏まえて－」会計監査ジャーナル 22巻 4号
33ページ、武田昌則「会計監査人の損害賠償責任」琉大法学 81号 1ページ、等
参照。
職業的監査人が粉飾決算を看過したことに対する責任に関して、裁判所は、こ
れを否定するのが一般的であった。たとえば、東京地裁判決・平成 19年 5月 23
日・判時 1985号 79ページ、大阪地裁判決平成 18年 3月 29日判時 1951号 129
ページ、大阪地裁判決平成 17年 2月 24日判時 1931号 152ページ、東京高裁判
決・平成 7年 9月 28日・判タ 921号 203ページ、等がある。他方、これを肯定
するものとして、東京地判平成 15年 4月 14日・判時 1826号 97ページ、東京地
判平成 3年 3月 19日判時 1381号 127ページ（この事案については、控訴審は、
職業的監査人の責任を否定している）、等がある。
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る(3)。また、実際に過失責任が認められるためには、過失の認定のほか、損
害の発生、加害行為ないし任務懈怠と損害の発生との間の相当因果関係の認
定等の所定の「要件」を充たす必要があるが、ここでは、職業的監査人によ
る監査証明業務の注意義務の内容を明らかにしたうえで、責任認定の中核的
な要件となる「過失」の認定の基準、とりわけ「通常実施すべき監査手続」
と過失との関係に焦点をあて、本事件に対する裁判所の過失認定について検
討したい。
２．本事件の概要
（１） 事実の概要
株式会社ナナボシ（以下、「A社」という）は、昭和３９年１２月に設立され、
電力会社の火力発電所の補修・維持関連工事を行うメンテナンス事業、およ
び発電所設備、ごみ焼却設備、石油配管等の新設据付工事等を主たる事業と
する会社であった。
A社の監査を担当した Y監査法人は、平成７年４月に上場する以前の平
成４年１０月、A社との問で、証券取引法（当時）及び商法特例法（当時）上
の監査契約を締結後、平成１３年３月期まで両法に基づく監査を継続的に行い、
証券取引法に基づく無限定の適正意見及び商法特例法上の適法意見をそれぞ
れ表明してきた。
A社の業績は順調に推移し、特に平成８年度は、阪神・淡路大震災による
設備改修工事増により、最高益を記録した。A社は、利益率の高いメンテナ
ンス部門を主力とし、将来的にはプラント部門を新たな収益源とする計画で
あった。
 鳥羽教授は、「監査人の責任は、基本的には「結果責任」であり－「結果責任」
と考えるべきであり－、当該結果に至るまでの監査人側の営みがどのような状況
のもとで、どのような周到さをもって注意深く行われたかは、その責任の程度を
決定する上での「緩和要因」に過ぎない」と述べておられる（鳥羽・前掲（注 2）・
50ページ）。
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その後、A社は、電力業界の競争激化によるコストダウンや余剰発電設備
の一時休止の影響等を受け、平成９年３月期から次第に業績が悪化し始め、
同年９月期決算では１５億円を超える最終赤字を計上する事態に陥ったが、当
時の経営陣は赤字決算を回避するために、プラント事業部門の事業拡大によ
る売上規模の維持に固執した結果、平成１０年３月期から平成１３年３月期にか
けて、主として、プラント事業を展開していた○○県○○市 G地区に実在
する組合名や架空の組合名を利用して、これら組合から A社が架空の土木
工事等を受注し、これを外注先に発注したことにして、架空の売上および原
価を作出するという方法を用いて、いわゆる架空売上の計上による粉飾決算
を行った。
この粉飾決算には、A社の取締役１１名のうち、代表取締役会長をはじめ９
名が共謀・実行し、主要な従業員及び６つの外部取引先の業者をも巻き込ん
だ組織的な粉飾決算であった。平成１３年３月期の財務諸表に係る会計監査が
終了し、平成１４年度の期中監査において、架空の工事収益により計上した架
空の売掛金（完成工事未収入金）の入金が平成１３年６月以降著しく遅延した
ことから、A社の監査役と Y監査法人等が経営者に対して調査を求めたが、
これに経営者が応じず、疑問に思った監査役と Y監査法人等が売掛金に対
応した工事現場の視察を実施したことを契機として、平成１３年１１月に A社
の監査役と Y監査法人の公認会計士による G地区の現地調査が行われ、こ
れにより、経営者主導による粉飾決算が発覚した。
A社は、平成１３年１１月２６日、大阪地方裁判所に対して、民事再生手続開始
を申し立て、同年１２月２１日、民事再生手続が開始された。これを受け、再生
管財人として選任された Xが、Y監査法人に対して監査契約上の注意義務
違反による債務不履行に基づく損害賠償を求める訴えを提起し、違法配当金
相当額１億８８９１万８３５円、粉飾決算に伴う社外流出金相当額８億３０２３万６３１７
円の損害金及びこれに対する遅延損害金の支払いを求めて訴えを提起した。
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（２） 判旨
（ a）「通常実施すべき監査手続」の内容について
「平成１０年３月期から平成１３年３月期の間に適用される「通常実施すべき
監査手続」とは、監査基準・一般基準の適格性基準に適合した職業監査人を
前提として、監査人が、その能力と実務経験に基づき十分な監査証拠を人手
するために「正当な注意」をもって必要と判断して実施する監査手続をいう
ものと認められる。そして、「通常実施すべき監査手続」に従って個別の被
監査会社の状況に応じて監査計画を策定し、画一的なものではない多様な監
査証拠を入手し、監査要点に応じて必要かつ十分と考えられる監査手続を実
施することが、監査人に課せられた善管注意義務であると解される。…（中
略）…「通常実施すべき監査手続」といえるかの判断にあたっては、平成１０
年３月期ないし平成１３年３月期において、リスク・アプローチが妥当してい
たと認められる。監査人は、監査の効率性の観点から、かつてのように必要
な監査手続を全て実施しなければならないということではなく、固有のリス
クや内部統制上のリスクを正確に検証し、監査上の危険性を最小限に抑える
べく、リスクの高いところに監査資源を集中させて、財務諸表の記載の正確
性について合理的な監査意見を形成することが求められるようになった。そ
のためには、監査人は、個別の被監査会社の固有のリスクと内部統制上のリ
スクを正確に評価し監査上の危険性を最小限にした上で、監査要点のリスク
に応じて監査計画を立案し、どの監査要点を集中的に監査すべきで、どの監
査要点が内部統制に依拠すべきかを区別した上で、必要かつ十分な監査証拠
を収集し合理的な監査意見を表明するための心証形成を行う必要がある。
よって、A社の監査に当たっても、リスク・アプローチに基づき、A社の固
有のリスクと内部統制上のリスクを考慮した上で、監査計画を設定すべきで
あり、それが「通常実施すべき監査手続」であったといえる。」
（ b） 会計監査の目的
「会計監査の目的は、第一次的には会社の財務諸表が適法かつ適正に作成
されているかを審査することにある。粉飾決算の発見は、財務諸表に虚偽の
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記載があると疑いがもたれる場合には監査の対象となるものであるから、副
次的な目的であるといえる。しかし、監査人としては、被監査会社の監査上
の危険を正確に検証し、財務諸表に不自然な兆候が現れた場合は、不正のお
それも視野に入れて、慎重な監査を行うべきである。このことは、監査基準
や監査基準委員会報告書においても、監査人に一般的に要求される職務とし
て、指摘されており、平成３年の監査基準の改正により、リスク・アプロー
チが導入されたことにより、より強く監査人の職務として、要請されるよう
になったと解される。…（中略）…監査人が、監査上の危険性を的確に把捉
した上で、監査手続を尽くして、財務諸表を適法ないし違法なものとして監
査意見を公表することで、初めて、財務諸表に不正や誤謬のないことにつき
合理的な保証がなされたといえるのであるから、監査手続が不十分であるこ
とが原因で虚偽記載が発見できず、結果として合理的でない保証となった場
合には、監査人の監査手続は十分ではなかったというべきである。したがっ
て、監査の第一次的目的が不正の発見ではないとしても、そのことを理由に
監査人が責任を免れるものとはいえない。」
（ c） 売上高、売上原価、売掛金等の監査要点につき、「通常実施すべき監
査手続」を行ったか否か
「通常の請負工事代金の実在性の監査としては、注文書や見積書等で工事
の存在を確認でき、残高確認状および入金額を調べることで、工事代金の入
金を確認でき、工事が実在したことの裏付けとなるから、以上の監査が必要
十分なものと認められる。…（中略）…工事仕様書は注文書や見積書の信頼
性を高めるための裏付けにすぎないこと、関係者の聴取および現地視察等は、
G地区の工事の異常性が顕在化してきた時点で考慮すべき監査手続であるか
ら、これらを G地区の工事全体について初めから行うべきであったとはい
えない。…（中略）…平成１３年３月期では、売上計上された G地区の工事
全てについて工事代金が入金されず支払遅延が生じ、平成１３年６月末日にお
いても、予定通りの入金がされず、Y監査法人が入金遅れの理由を詳しく調
査したのは、平成１３年３月期の監査意見の表明後であった…（中略）…Y監
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査法人は、公共工事でありながら度重なる入金遅れに対して疑念を抱くべき
であったといえ、少なくとも入金されない理由を詳しく問い合わせる等の追
加監査手続とるべきだったといえる…（中略）…Y監査法人が現場視察を期
間帰属の監査要点との関係で位置づけていたとしても、現場において客観的
に不自然な点が認められれば、これを実在性の監査要点との関係で指摘する
ことが可能であり、また、そうするべきであったといえる。したがって、平
成１３年３月期において、G地区の工事の実在性について追加監査手続を実施
しなかったことは、「通常実施すべき監査手続」を満たしているとはいえず、
Y監査法人の監査手続に過失が認められる」。
（ d） 過失相殺について
「本件の粉飾決算は、B（A社の代表権を有するワンマン経営者）が A社
の株価を維持し、経営者としての誇りや上場企業の株価を保つという極めて
利己的な動機によって引き起こしたものであり、C（Bの甥で、A社の取締
役）も Bの手足となって、積極的に粉飾の工作を立案し、他の取締役や従
業員も巻き込んで組織ぐるみで実行していることからすれば、監査契約の誠
実義務に違反したのは、A社側であることは明らかである。Y社の監査手続
にも責任があるとはいえ、それは過失にとどまっているが、Bらが違法配当
を行ったことや社外流出金を生じさせたのは、いずれも故意であり、A社に
結果的に大きな損害を与えた責任の大半は、A社側の Bや Cにあるといえ
る」。
「民事再生法上の管財人は、再生債務者の権利を代わりに行使する限度で
の権利が与えられているから、Xの損害賠償請求権は、A社の Y監査法人
に対する監査契約の債務不履行に基づく損害賠償請求権を行使することにな
る。とすれば、監査契約の債務不履行において、A社の旧経営陣に過失が認
められる場合には、X社側の過失として、過失相殺を行うべきである。そし
て、本件は、Y監査法人の監査手続に過失があったとしても、A社の旧経営
陣が Yに発覚されないように、巧妙な工作をこらした粉飾であったことか
ら、A社側の落ち度は重大である。また、監査人が公益的な立場としての責
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任を負っているとはいえ、粉飾を発見することが相当困難な場合も考えられ
るから、およそ一切の過失相殺を否定することは、監査人に不可能を強いる
ことになるし、経営者が自ら不正を行っておきながら、監査人に一切の責任
を負担させることはやはり不合理である」とし、Y監査法人に一部損害賠償
責任を認めた。
３．本判決の分析と検討
本事件の争点としては、①職業的監査人が行うべき「通常実施すべき監査
手続」の内容とはいかなるものか、② Y監査法人が、売上高、売上原価及
び売掛金等の実在性の監査要点について「通常実施すべき監査手続」を行っ
たか否か、③監査契約の詐欺取消ないし錯誤無効の主張ができるか否か、
④ Xは、Y監査法人に対して債務不履行責任を追及することは信義則上許
されるか、⑤ A社に生じた損害と Y監査法人の債務不履行との相当因果関
係があるか否か、等があるが、以下では、「通常実施すべき監査手続」及び
職業的監査人が負担する善管注意義務の内容を、それぞれ明らかにしたうえ
で、Y監査法人の任務懈怠及び過失の有無を中心として検討する。
（１）「通常実施すべき監査手続」と職業的監査人が負担する善管注意義務
の内容
被監査会社と職業的監査人との間の監査契約は、準委任契約であり、職業
的監査人には監査契約に基づく善管注意義務が課せられる（民法６５６条、同
６４４条）。
上場会社たる A社は、旧証券取引法により、有価証券報告書の提出及び
貸借対照表、損益計算書、その他の財務計算に関する書類の公認会計士・監
査法人による監査証明を義務付けられ（同法２４条１項、１９３条の２・１項）、
かかる監査証明業務は、「一般に公正妥当と認められる監査の基準及び慣
行」に委ねられた（同法１９３条の２第３項、財務諸表等の監査証明に関する
内閣府令３条２項）。この点、裁判所は、Y監査法人の責任を監査契約上の
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債務不履行責任としたうえで、「一般に公正妥当と認められる監査の基準及
び慣行」とは、企業会計審議会が公表した監査に関する基準（監査基準、監
査実施準則及び監査報告基準）及び日本公認会計士協会が定めた指針（監査
基準報告書）を指す、とした。
職業的監査人は、財務諸表の監査にあたり、監査基準に準拠して、通常実
施すべき監査手続を実施しなければならず、その通常実施すべき監査手続は、
職業的監査人が公正な監査慣行を踏まえて、十分な監査証拠を入手し、財務
諸表に対する意見表明の合理的な基礎を得るために必要と認めて実施する監
査手続をいう（監査実施準則一）。
また、監査計画の設定にあたっては、内部統制の状況を把握するとともに、
その有効性を評価し、監査上の危険性を十分に考慮しなければならない。監
査上の危険性を評価するにあたっては、監査対象項目に内在する虚偽記載の
発生の可能性に留意するだけでなく、経営環境を把握し、それが虚偽記載の
発生をもたらす可能性を考慮しなければならない（監査実施準則四）。
さらに、職業的監査人は、監査の計画及び実施過程において、不正又は誤
謬による重要な虚偽記載が存在するかもしれないという職業専門家としての
正当な注意による懐疑心を持たなければならない（監査基準委員会第１０号報
告書）。
この点、職業的監査人による監査は、「通常実施すべき監査手続」により
行われ、それが注意義務の内容であることを X、Y監査法人ともに認めてい
る。また、本判決も、「「通常実施すべき監査手続」にしたがって、個別の被
監査会社の状況に応じて、監査計画を策定し、画一的なものではない多様な
監査証拠を入手し、監査要点に応じて必要かつ十分と考えられる監査手続を
実施することが、監査人に課せられた善管注意義務であると解される」とし
ており、職業的監査人が善管注意義務を尽くしたか否かについては、「通常
実施すべき監査手続」を具体的に実施したか否かにより判断されるのである。
ところで、本事件において、粉飾決算として問題とされたのは、平成１０年
３月期ないし平成１３年３月期に行われた決算であり、当時の Y監査法人の
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監査手続は、平成３年改正の監査基準に準拠していた。それによれば、監査
人は、財務諸表の監査にあたり、監査基準に準拠して「通常実施すべき監査
手続」を実施しなければならない（監査実施準則一）、とされ、また「通常
実施すべき監査手続」とは、監査人が、公正な監査慣行を踏まえて、十分な
監査証拠を入手し、財務諸表に対する意見表明の合理的な基礎を得るために
必要と認めて実施する監査手続である（同準則二）、とされた。さらに、監
査人は、監査の実施及び報告書の作成にあたって、職業的専門家としての正
当な注意を払わなければならない（監査基準第一・一般基準三）、とされて
いた。
本判決は、「通常実施すべき監査手続」につき、「「通常実施すべき監査手
続」とは、監査基準・一般基準の適格性基準に適合した職業監査人を前提と
して、監査人がその能力と実務経験に基づき十分な監査証拠を入手するため
に「正当な注意」をもって必要と判断して実施する監査手続をいうものと認
められる。そして、「通常実施すべき監査手続」に従って、個別の被監査会
社の状況に応じて、監査計画を策定し、画一的なものではない多様な監査証
拠を入手し、監査要点に応じて必要かつ十分と考えられる監査手続を実施す
ることが、監査人に課せられた善管注意義務であると解される。」としてお
り、まさに「通常実施すべき監査手続」とは、会計監査の専門家である職業
的監査人が、監査基準等に依拠し、正当な注意を払いつつ実施した監査手続
をいうのである。
受任者としての職業的監査人に課せられる善管注意義務の内容は、会計監
査の職業専門家として平均的な職業的監査人に要求される注意であり、それ
は職業的監査人として「通常実施すべき監査手続」を実施することを意味す
る。裁判所は、それこそが職業専門家としての善管注意義務の内容であると
いうことを示した。かかる「通常実施すべき監査手続」を実施することに
よって、職業専門家として監査契約上の責任を果たした、といえるのである。
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（２）「通常実施すべき監査手続」とリスク・アプローチについて
本事件における最大の争点は、Y監査法人が監査を実施していた時期、と
りわけ平成１０年３月期ないし平成１３年３月期の監査手続において、監査基準
には明記されていなかったリスク・アプローチの手法を採用すべきであった
か否かであった。
もとより、リスク・アプローチとは、重要な虚偽表示が生じる可能性が高
い項目について重点的に監査の人員や時間を充てることにより、監査を効果
的かつ効率的・経済的に実施する手法である。
平成３年１２月改訂の監査実施準則五によれば、すでにその当時に監査手続
においてリスク・アプローチの思考を取り入れている。すなわち、「財務諸
表の重要な虚偽記載を看過することなく、かつ、効率的に実施する観点から、
内部統制の状況を把握するとともにその有用性を評価し、監査上の危険を十
分に考慮しなければならない。」と規定しており、少なくとも平成３年の監
査実施準則五の改訂によって、監査を効率的に実施するために、被監査会社
の虚偽記載等の危険性を十分にふまえた上で監査を実行しなければならない、
とされたのであり、それ以降は、虚偽記載の可能性を視野に入れ、被監査会
社の内部統制の運用状況を把握し、その実情に即応した監査を実施しなけれ
ばならなくなったのである。したがって、かかる注意義務に違反し、虚偽記
載を看過した場合は、任務懈怠責任を負うことになろう(4)。
日本公認会計士協会は、監査基準委員会報告書第４号「内部統制」（平成
６年３月２３日）、同４号「監査上の危険性と重要性」（平成７年３月２８日）及
び同１０号「不正及び誤謬」（平成９年３月２５日）等において、不正及び誤謬
による重要な虚偽記載が財務諸表に含まれる危険性を考慮した上で監査を計
画・実施し、職業専門家としての正当な注意による懐疑心を持つことを監査
人に義務付けた。
また、日本公認会計士協会の委員会報告第５０号（昭和６３年１０日４日）「相
 藤原・前掲（注 2）66ページ。
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対的に危険性の高い財務諸表項目の監査手続の充実強化について」では、「財
務諸表監査は、不正の摘発を第一の目的とするものではないが、監査計画の
立案に際しては、経営者による不正行為の行われる可能性の程度や、不正行
為が行われる可能性のある事項を事前に把握した上で、内部統制組織の信頼
性の程度に応じて監査計画を立案しなければならない」としていた。
さらに、企業会計審議会の「監査基準の改訂について」（平成１４年１月２５
日）では、「平成元年から平成３年にかけての「監査基準」、「監査実施準則」
および「監査報告準則」の改訂においては、いわゆるリスク・アプローチの
考え方が採用され」との記述がある。
平成１０年３月期ないし平成１３年３月期に適用された監査基準において、
「監査上の危険」という概念は存在したが、リスク・アプローチが明確に求
められていなかったことから、Y監査法人は、平成１４年１月の時点で、「リ
スク・アプローチは、規範性を有しておらず、したがって、リスク・アプ
ローチによる監査手続が要求されていたわけではない」とし、リスク・アプ
ローチの規範性を否定している。
この点につき裁判所は、「平成３年の監査基準の改正に際して、リスク・
アプローチが導入されてから、本件で問題となった平成１０年３月期までに７
年が経過しており、リスク・アプローチはすでに実務に浸透していたことか
らすれば、相当浸透していたといえる。また、仮に、広く浸透していたとい
えなくても、Y監査法人自身、自己の監査マニュアルの作成にあたってはリ
スク・アプローチを取り入れており、遅くとも平成１１年３月期にはすでにリ
スク・アプローチに基づく監査を現に行っていたと認められる…（中略）…
平成１０年３月期ないし平成１３年３月期において、リスク・アプローチが妥当
していたと認められる。」と判示し、リスク・アプローチに基づく監査を実
施すべきであったとした。このように、裁判所は Y監査法人の主張を退け
ているものの、Y監査法人による監査手続がまさにリスク・アプローチで
あったことを指摘している点は、非常に興味深い。
このように、平成３年の監査基準の改訂から問題となった平成１０年３月期
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までに７年が経過しており、リスク・アプローチは、すでに実務で行われて
いたため、未だわが国監査実務に定着していなかったと否定することは困難
であろうし(5)、やはり相当程度浸透していたと考えるのが通例であろう。し
たがって、本件監査契約における「通常実施すべき監査手続」とは、リス
ク・アプローチに基づく監査手続をいうのであり、職業的監査人には、監査
基準に依拠しつつ、リスク・アプローチに基づいて監査を実施し、会計監査
の専門家として正当な注意を払った監査手続をすることが求められていたの
である。
（３） Y監査法人は、「通常実施すべき監査手続」を行ったか否か
先述のように、職業的監査人の監査契約上の注意義務の内容は、一般に公
正妥当と認められる監査の基準、すなわち企業会計審議会が公表した監査に
関する基準及び日本公認会計士協会が定めた指針等に依拠し、「通常実施す
べき監査手続」を実施することであり、Y監査法人が、「通常実施すべき監
査手続」を実施しなかったことが客観的に立証されれば、いわゆる任務懈怠
の問題となり、Y監査法人に対する過失が推定される(6)。
職業的監査人の任務懈怠責任については、虚偽記載を看過して無限定の適
正意見を監査報告書において表明したこと自体を任務懈怠とする説がある(7)。
他方、職業的監査人としての善管注意義務に違反して、職業専門家として、
なすべき監査手続を実施しなかった結果、虚偽記載を看過したことが立証さ
れてはじめて任務懈怠が肯定されるとする説もある(8)。
職業的監査人による会計監査は、被監査会社が作成した損益計算書、貸借
対照表、キャシュフロー計算書等の書類が、一般に公正妥当と認められる監
査の基準に準拠して、当該会社の経営成績及び財政状態につき、重要な虚偽
記載を看過することなく、職業的監査人が独立した第三者の立場から正当な
 志谷・前掲（注 2）59ページ。
 志谷・前掲（注 2）61ページ。
 上柳克郎他編『新版注釈会社法（6）』572ページ（龍田節）1987年、片木・前掲
（注 2）84ページ。
 片木・前掲（注 2）84ページ。
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注意を払いつつ意見を表明することであり、かかる書類に虚偽記載がない旨
の絶対的な信頼性を担保するものではない。また、職業的監査人は、一般に
公正妥当と認められる監査の基準を水準とした範囲内で裁量権を有している
ことから、粉飾決算を看過して無限定の適正意見を監査報告書において表明
したこと自体を任務懈怠とするのは、やや無理があり、後者の説の方が妥当
であると思われる。
本事件では、G地区の架空工事は、和歌山県の G地区に実在する組合や
架空の組合名を利用して、これらの組合から A社が架空の土木工事等を受
注し、これを外注先に発注したことにして、架空の売上及び原価を作出して
いた。そこでは、G地区の工事に関する外注費の支払の形をとって、A社か
ら外注先に送金し、これを外注先が G地区の組合を仮装して、当該組合の
振込名義を使って A社に振込送金していた。A社に振込送金する際には、A
社の利益分を上乗せして支払う必要があるため、送金を受けた外注費に加え
て他の工事名義で受領した外注費も合わせて振り込んでいた。
A社の取締役１１名のうち、代表取締役会長、取締役執行役員事業開発部長
を含む９名が粉飾決算を画策し、実行していた。また、事業統括室副室長参
与、プラント事業部長代理、産機事業部部長代理、東京事業部部長、事務管
理課課長などの従業員も加担していた。さらに紀州機鋼株式会社及び名田周
辺土地改良区を初めとして、６つの取引業者までもが粉飾決算に加担してい
た。
平成１０年３月期から平成１２年３月期における G地区の工事に関する監査
手続について、本判決では、「平均受注金額がおよそ３億円と規模が大き
かったため、全件について試査が行われた。Y監査法人の行った売上や売掛
金の実在性の監査要点に関する監査手続の内容は、工事の注文書や見積書、
工事完了証明書を入手し確認すること、A社に対する残高確認状を送付して
返信を受けること、そして残高確認状の数字と実際の入金額との突合であっ
た。通常の請負工事代金の実在性の監査としては、注文書や見積書等で工事
の存在を確認でき、残高確認状及び入金額を調べることで、工事代金の入金
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を確認でき、工事が実在したことの裏付けとなるから、以上の監査が必要十
分なものと認められる。Xは、工事仕様書の確認や関係者の聴取といった手
続も行うべきであったと主張するが、工事仕様書は注文書や見積書の信頼性
を高めるための裏付けにすぎないこと、関係者の聴取及び現場視察等は、後
述する G地区の工事の異常性が顕在化してきた時点て考慮すべき監査手続
であるから、これらを G地区の工事全件について初めから行うべきであっ
たとはいえない。よって、リスク・アプローチを前提にしても、Y監査法人
の監査手続は、一般的な工事請負代金の実在性の監査手続としては、「通常
実施すべき監査手続」に該当するといえ、特段簡素な監査手続であったとは
いえない。」と判示し、平成１０年３月期から平成１２年３月期における監査計
画及び監査手続については、リスク・アプローチの観点からも、Y監査法人
の監査手続は、「通常実施すべき監査手続」であるとし、Y監査法人の過失
を否定している。
また、「A社は、業界が全体的に不況で、経営状態が悪化し、株価維持の
必要に迫られていたという固有のリスクがあり、また、A社のワンマン企業
であったという点て内部統制上のリスクも相当程度高かったことになる。そ
のため、A社が架空売上を計上するなどして、粉飾決算を実行するという監
査上の危険性は、相当高かった。」とし、さらに、「A社は、平成１０年１月か
ら平成１３年９月までに計上された架空売上合計１０６億２９１８万円うち、９６億
９１１８万円の架空売上が上記架空工事によって生じていることなどにみられる
G地区の工事の重要性に鑑みれば、工事仕様書の確認や関係者の聴取及び現
場視察といった手続を行わなくても「通常実施すべき監査手続」に該当す
る」と判示しているが、これには疑問の余地がある。
一般に、取引銀行等の通帳において、売掛金の入金が認められる以上は、
工事の実在性に疑義を持つことはほとんど考えられない。また、仮にその入
金の遅延が発生していたとしても、実在性の問題としてではなく、回収可能
性の問題と捉えるのが通例であろう。さらに、監査人からの残高確認依頼状
に対して、回答書が届いていることから、確認先の実在性に疑義を持つこと
は稀有であろう。
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また、公共工事の場合、職業的監査人が当該工事内容に関して、発注元で
ある役所に対して問い合わせをする習慣はない。加えて、役所側が個別の公
共事業について回答するという実務慣行もない。さらに、工事現場が偽装さ
れていた場合に、当該工事現場が真正なものであるか否かを、工事設計図を
含む工事基礎資料の閲覧を通じて判断する職業的監査人の能力には限界があ
る(9)。
A社の経営者がワンマン経営であったことを、内部統制リスクとして採用
し、そのことが監査リスクに大きな影響を与えるとする論理は、内部統制リ
スクの内容を抽象化してしまっている、との批判があるが(10)、本判決が指摘
しているように、A社は、まさにワンマン企業であったのであり、そうであ
れば、内部統制上のリスクが高まるのが通例である(11)。ましてや、A社は、
経営状態が悪化し、株価維持の必要に迫られていたという「固有リスク」が
存在していることをも考慮すれば、工事受注金額の多寡にかかわらず G地
区の工事に関する工事仕様書の確認や関係者の聴取及び現場視察といった手
続を実施することこそが、「通常実施すべき監査手続」ではなかろうか。
次に、本判決は、G地区における工事代金の支払遅延について、「G地区
の工事については、売上高が大きいにもかかわらず、平成１１年３月期から、
支払遅延が生じているものがあった。平成１２年３月期においては、支払遅延
の期間が長くなっていき、平成１３年３月期においては、ほぼ全件の工事につ
いて、支払遅延が生じた。しかし、平成１１年３月期及び平成１２年３月期の支
払遅延については、監査意見が表明される段階までには、全て入金がなされ
た。Y監査法人は、平成１３年３月期の支払遅延の理由について、A社からは、
国や自治体からの補助金の入金が遅れているからとのみ聞き出し、補助金の
入金遅れの理由についてさらに調査しなかったが、平成１３年６月末ころ、証
券取引法上の監査意見を表明する段階になっても入金がなされていない段階
 鳥羽・前掲（注 2）45ページ。
 山口・前掲（注 2）413ページ。
 藤原・前掲（注 2）67ページ、志谷・（注 2）63ページ。
粉飾決算を看過した職業的監査人の民事責任 －５１－
で初めて、補助金の未入金の理由を追及した。支払遅延の理由をさらに聴取
したのは、平成１３年３月期の証券取引法上の監査報告書を作成し、監査意見
を表明した後である。したがって、Y監査法人は、平成１３年３月期の決算ま
では、G地区の工事の支払遅延を問題視しておらず、平成１３年９月期の中間
決算期になって初めて、問題視するようになったことになる。A社は、G地
区の工事の他にも多くの滞留債権を抱えていたとはいえ、本来、確実な入金
が見込めるはずの公共工事での支払遅延は、明らかに不自然である。」とし
た。確実な入金が認められる公共工事の支払遅延が、平成１１年３月から発生
し、平成１３年３月期には、それが常態化し、売上計上された工事代金すべて
について支払遅延が生じていた。実在するはずの売上に支払遅延が生じてい
たのであるから、売上の実在性に疑念を抱くのが、平均的な職業的監査人で
あろう。にもかかわらず、Y監査法人が職業専門家として懐疑心を抱かず、
その疑念を払拭するに足りる追加的監査手続を実施しなかったことについて、
注意義務違反があったと言わざるを得ず、「監査リスクに対して求められる
認識を欠いていた」とする裁判所の判断は妥当である。
さらに、売上計上時期の不自然性について「他の工事よりも明らかに高額
な売上が上がっている工事なのに工期は非常に短く、それが常に期首の予算
に計上されないことが多く、決算間近の期中に売上計上され、加えて当初の
全体の売上予想に近い数宇になるよう計上されていたことからすれば、やは
り不自然な工事であったというべきである。G地区の工事は、そもそも決定
差額が生じた工事と異なり、予め工事内容が合意され、代金も決定された注
文書が出されていたのであり、しかも公共工事であったということからすれ
ば、急に売上が上がったという点も不自然である。そうすると、Y監査法人
としては、単に入金を確認するのみならず、契約の実在性についても監査手
続を行うべきであったといえる。公共工事であるという性格からすれば、本
当にそのような工事を実施しているのかは発注先である自治体に問い合わせ
れば容易に判明することであり、監査の効率性を損なうような調査ではな
い。」とし、A社の主任が、「G地区の組合の存在について別途調査していた
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とはいえ、現場視察において、ただちに工事現場の位置が図面と異なること
や工事の規模と比して工事代金が高額であるということを指摘したことが認
められるから、Y監査法人が現場視察を期間帰属の監査要件との関係で位置
づけていたとしても、現場において客観的に不自然な点が認められれば、こ
れを実在性の監査要件との関係で指摘することが可能であり、また、そうす
るべきであったといえる。したがって、平成１３年３月期において、G地区の
工事の実在性について追加監査手続を実施しなかったことは、「通常実施す
べき監査手続」を満たしているとはいえず、Y監査法人の監査手続に過失が
認められる。」と判示している。売上計上時期について、明らかに不自然な
点が多く、G地区の工事の実在性について追加監査手続を実施しなかったこ
とが、「通常実施すべき監査手続」を満たしているとはいえない、とする裁
判所の判断についても、リスク・アプローチの考え方を基準になされたもの
として、妥当といえよう。
他方、本判決は、平成１０年３月期から平成１２年３月期における G地区の
工事の実在性に対する監査手続に関して「平成１０年３月期においては、A社
は、G地区の工事の他、決定差額を利用した粉飾も行っており、G地区の工
事のみを取上げて、実在性を疑わせるものとまでいうことはできないし、支
払遅延を生じていないことからすれば、追加の監査手続をすべきであったと
はいえない。平成１１年３月期及び平成１２年３月期においても、いくつかの工
事について、工事代金の支払遅延が生じていたとはいえ、同年５月ないし６
月の監査意見の表明の時点では、入金が確認され回収されていたことがら、
G地区の工事につき追加の監査手続をとるべきだったとはいえない。G地区
の工事は、年度が進むにつれ、工事の異常性が顕著になってはいるか、その
異常性が監査の危険性を高める決定的なものとなっていない限り、リスク・
アプローチの観点に立っても、追加監査手続をとるべきであったとまではい
うことは困難である。」とし、G地区の工事の実在性に対する追加監査手続
の必要性を否定している。
この点、本判決の平成１３年３月期に関する判断と平成１１年３月期ないし平
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成１２年３月期に関する判断とを比較する限り、Y監査法人が監査意見を表明
する時点までの工事代金の入金の有無を重視しているようである。しかし、
特段の事情がある場合を除いて、入金の遅延が認められる以上、当該債権の
実在性を確認するための確認手続が必要であろう。
本件工事において、Y監査法人が監査竟見を表明する時点までに工事代金
の入金がないという事態は、もはや粉飾決算に基づく資金の還流が断たれつ
つある状況を意味するものであり、その段階に至るまで「追加監査手続をと
るべきだったとはいえない」としている点については、疑問の余地がある。
もう少し早い時点、つまり支払遅延がある程度恒常化した時点で追加監査手
続を行うことこそが、平均的な職業的監査人がとるべき監査手続だったので
はなかろうか。
判決によれば、A社は、目標を達成するという必要に迫られ、期末が近づ
くと急遽売上を計上し、目標に近づけた。そのため、G地区の工事は、予算
には計上されず、期中に売上が計上され、売上見込みと実際の売上計上額と
の乖離が生じた。平成１２年３月期以降は、G地区の工事は、予算計上される
ようになったものの、実際に売上計上された時点では、取引先の名称や工事
代金を間違えていた。また、数億円の請負工事でありながら、工期は、わず
か１ヵ月であった。さらに、工事現場の視察に関しては、工事開始後間もな
い時期であったにもかかわらず、舗装面や水道の蛇口は、いずれも古びてお
り、直近に行われたとは思えないような現場もあった。現場を視察した Y
監査法人の担当者は、現場の写真撮影はしたものの、工事に関する細かな質
問をすることもなく、工事の規模と比して工事代金が高すぎるのではないか、
といった質問もしなかったようである。
他方、Y監査法人が A会社への入金の有無を残高確認状により確認する
ことから、協力者の取引先に対し、Y監査法人から残高確認状が届いたとき
は、それを返送するように依頼していた。実際は、Y監査法人から残高確認
状が送付されることに対して、前もって架空の組合の所在地にプレハブ小屋
を建設して、そこには郵便受けを設置した。残高確認状が送付されてきたな
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らば、それを回収後、組合ごとに署名の筆跡を変更し、代表印を偽造するこ
と等によって、組合が実在するかのように偽装し、Y監査法人に残高確認状
を返送していたようである。
確かに、巧妙に仕組まれた粉飾の手口ではあるが、A社は、業界全体が不
況に陥っており、同社の経営状態が悪化し、株価を維持する必要があったう
えに、ワンマン企業であったことからすれば、内部統制上のリスクが極めて
高かったのであり、そうであれば、A社が粉飾決算を行う可能性が高まると
判断するのが通例であろうし、それを考慮した監査手続、とりわけリスク・
アプローチに基づき、粉飾決算を行う監査上の危険性を高めに設定する必要
があった。かかる意味において、Y監査法人は「通常実施すべき監査手続」
を行ったとは言えず、Y監査法人に対する過失を認めるべきではなかろうか。
４．おわりに
本事件において、Y監査法人は、これまでの裁判において被告となった多
くの職業的監査人が主張してきた「監査の限界」、すなわち、今日の監査証
明業務は、①試査が前提であること、②強制的な捜査権を有していないこと、
③被監査会社の協力を得て実施すること、④内部統制に依拠せざるを得ない
こと、等の主張を展開したが、もはやそれは通用しなかった。
裁判所は、平成１３年３月期に追加の監査手続を実施すべきであったにもか
かわらず、それを実施しなかったことを理由として、８割の過失相殺をした
ものの、Y監査法人の損害賠償責任を一部認容するとともに、職業的監査人
の注意義務の内容について、一定の基準を示したことは、極めて意義深く、
今後の同様の事件に対する裁判所の判断が注目される。
職業的監査人の監査証明業務が「一般に公正妥当と認められる監査の基
準」に準拠しており、十分に平均的水準を上回るものであれば、法的に責め
られるものではない。また、当該証明業務がリスクを伴った行為である以上、
職業的専門家として、そのリスクを十分に予測したうえで監査を実施しなけ
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ればならない。
本事件の場合、Y監査法人は、G地区の工事の実在性について、リスク・
アプローチの観点からは、追加監査手続を実施すべきであったにもかかわら
ず、それを怠っていた。つまり、「通常実施すべき監査手続」をしていなかっ
たという事実があり、当該監査手続に関する Y監査法人の過失は否定し難
い。Y監査法人が、会計監査の専門家であることに考えを及ぼすとき、社会
が職業的監査人に寄せる期待と相俟って、その責任は厳しく問われるべきで
ある。したがって、「通常実施すべき監査手続を怠り、債務不履行責任を負
う」とする裁判所の判断は、正鵠を射たものといえよう。
もとより、職業的監査人による監査とは、被監査会社が作成した損益計算
書、貸借対照表、キャシュフロー計算書等の書類が、一般に公正妥当と認め
られる監査の基準に準拠して、当該会社の経営成績及び財政状態につき、重
要な虚偽記載を看過することなく、職業的監査人が独立した第三者の立場か
ら意見を表明することであり、かかる書類に虚偽記載がない旨の絶対的な信
頼性を担保するものではない。しかし、かかる書類の適正性に重要な影響を
及ぼすような虚偽記載を発見することも監査証明業務に含まれるのである。
被監査会社において現実に粉飾決算が行われており、それが被監査会社の経
営成績や財政状態に重要な影響を与えるものであれば、職業的監査人は、そ
れを指摘するとともに、その旨の意見表明をすべきであり、それこそが、社
会が期待する監査なのではなかろうか。
無論、職業的監査人に通常要求される程度の注意義務の内容及び注意義務
の履行の程度等に対する法的評価、すなわち粉飾決算を看過した職業的監査
人の過失認定に際しては、過失認定基準たる一般に公正妥当と認められる監
査の基準を、すべての職業的監査人に対して一律に適用するのではなく、
個々の被監査会社が置かれている経営環境、業界の取引慣習、業態等の諸事
情を斟酌したうえで個別に判断するとともに、平均的な監査の専門家として、
正当な注意を払いつつ「通常実施すべき監査手続」を実施したか否か、とり
わけリスク・アプローチに基づく適正な監査を採用していたか否かを、重要
な要素として考慮しなければならない。
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